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議案第１号 

目黒区手数料条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和５年２月１６日  

提出者 目黒区長  青   木   英   二 

 

目黒区手数料条例の一部を改正する条例 

目黒区手数料条例（平成１２年３月目黒区条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

別表の１の１１８の項の次に次のように加える。 

１１８の２ 建築基準法第５

２条第６項第３号の規定に

基づく建築物の容積率の特

例の認定 

１件 ２８，０００円 認定申請のとき 

 別表の１の１２２の項の次に次のように加える。 

１２２の２ 建築基準法第５

５条第３項の規定に基づく

建築物の高さの特例の許可 

１件 １６０，０００円 許可申請のとき 

別表の１の１２３の項中「第５５条第３項各号」を「第５５条第４項各号」

に改め、同表の１の１２５の２の項から１２５の４の項までの規定中「第５８

条」を「第５８条第１項」に改め、同項の次に次のように加える。 

１２５の５ 建築基準法第５

８条第２項の規定に基づく

建築物の高さの特例の許可 

１件 １６０，０００円 許可申請のとき 

 別表の１の１３７の項及び１３８の２の項中「建築される」を「建築等をす

る」に改め、同表の１の１３９の項中「１敷地内認定建築物以外の建築物の建

築」を「建築物の新築又は増築等」に改め、同項(1)中「（１敷地内認定建築
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物を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同表の１の１３９の２の項

中「１敷地内認定建築物又は１敷地内許可建築物以外の建築物の建築」を「建

築物の新築又は増築等」に改め、同項(1)中「（１敷地内認定建築物又は１敷

地内許可建築物を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同表の２の１

の項(2)を削り、同項(3)中「共同住宅等又は複合建築物であって、１の建築物

について申請する」を「共同住宅等（共同住宅、長屋その他の一戸建て住宅以

外の住宅をいう。以下同じ。）又は複合建築物（住宅の用途及び住宅の用途以

外の用途に供する建築物をいう。以下同じ。）の」に改め、同項(3)を同項(2)

とし、同項(4)中「から(3)まで」を「及び(2)」に改め、同項(4)を同項(3)と

し、同項中「には、１の建築物について」を「には、」に改め、同表の２の２

の項(1)を次のように改める。 

(1)  一戸建て

住宅の場合 

１件につき、次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める額 

ア 誘導仕様基準（建築物エネルギー消費性

能基準等を定める省令（平成２８年経済産

業省・国土交通省令第１号）第１０条第２

号イ(2)及び同号ロ(2)に定める基準をいう

。以下同じ。）による場合 ２１，０００

円 

イ 誘導仕様基準以外による場合 ３５，０

００円 

認定申請

のとき 

別表の２の２の項(2)を削り、同項(3)中「であって、１の建築物について申 

請する場合」を「の場合」に改め、同項(3)中ウをエとし、イをウとし、同項( 

3)ア中「額」の次に「（誘導仕様基準以外による場合に限る。）」を加え、同

項(3)アを同項(3)イとし、その前に次のように加える。 

 ア 住戸の部分について次に掲げる１棟の総

戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める額
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（誘導仕様基準による場合に限る。） 

(ｱ) １棟の総戸数が１のもの ２１，００

０円 

(ｲ) １棟の総戸数が２以上５以下のもの 

３９，０００円 

(ｳ) １棟の総戸数が６以上１０以下のもの

５６，０００円 

(ｴ) １棟の総戸数が１１以上２５以下のも

の ８０，０００円 

(ｵ) １棟の総戸数が２６以上５０以下のも

の １２０，０００円 

(ｶ) １棟の総戸数が５１以上１００以下の

もの １８２，０００円 

(ｷ) １棟の総戸数が１０１以上２００以下

のもの ２６１，０００円 

(ｸ) １棟の総戸数が２０１以上３００以下

のもの ３４０，０００円 

(ｹ) １棟の総戸数が３０１以上のもの ３

９０，０００円 

別表の２の２の項(3)を同項(2)とし、同項(4)中「から(3)まで」を「及び(2)」 

に改め、同項(4)を同項(3)とし、同項中「には、１の建築物について」を「に

は、」に改め、同表の２の３の項(2)を削り、同項(3)中「であって、１の建築

物について申請する場合」を「の場合」に改め、同項(3)を同項(2)とし、同項

(4)中「から(3)まで」を「及び(2)」に改め、同項(4)を同項(3)とし、同項中

「には、１の建築物について」を「には、」に改め、同表の２の４の項(1)を

次のように改める。 

(1)  一戸建て １件につき、次に掲げる区分に応じ、それぞ 変更認定
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住宅の場合 れ次に定める額 

ア 誘導仕様基準による場合 １５，０００

円 

イ 誘導仕様基準以外による場合 １８，０

００円 

申請のと

き 

別表の２の４の項(2)を削り、同項(3)中「であって、１の建築物について申 

請する場合」を「の場合」に改め、同項(3)中ウをエとし、イをウとし、同項( 

3)ア中「額」の次に「（誘導仕様基準以外による場合に限る。）」を加え、同

項(3)アを同項(3)イとし、その前に次のように加える。 

 ア 住戸の部分について次に掲げる１棟の総

戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める額

（誘導仕様基準による場合に限る。） 

(ｱ) １棟の総戸数が１のもの １５，００

０円 

(ｲ) １棟の総戸数が２以上５以下のもの 

２７，０００円 

(ｳ) １棟の総戸数が６以上１０以下のもの  

４０，０００円 

(ｴ) １棟の総戸数が１１以上２５以下のも

の ５６，０００円 

(ｵ) １棟の総戸数が２６以上５０以下のも

の ８５，０００円 

(ｶ) １棟の総戸数が５１以上１００以下の

もの １２８，０００円 

(ｷ) １棟の総戸数が１０１以上２００以下

のもの １８４，０００円 

(ｸ) １棟の総戸数が２０１以上３００以下
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のもの ２４１，０００円 

(ｹ) １棟の総戸数が３０１以上のもの ２

７８，０００円 

別表の２の４の項(3)を同項(2)とし、同項(4)中「から(3)まで」を「及び(2)」 

に改め、同項(4)を同項(3)とし、同項中「には、１の建築物について」を「に

は、」に改め、同表の２の備考を削り、同表の３の１の項(2)ア中「（平成２

８年経済産業省・国土交通省令第１号）」を削り、同表の３の３の項(2)を削

り、同項(3)中「であって、１の建築物について申請する場合」を「の場合」

に改め、同項(3)を同項(2)とし、同項中「には、１の建築物について」を「に

は、」に改め、同表の３の４の項(1)を次のように改める。 

(1)  一戸建て

住宅の場合 

１件につき、次に定める額 

ア 次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ次に定める額（誘導仕様基準によ

る場合に限る。） 

(ｱ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル未満のもの ２０，０００円 

(ｲ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル以上のもの ２２，０００円 

イ 次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ次に定める額（誘導仕様基準以外

による場合に限る。） 

(ｱ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル未満のもの ３４，４００円 

(ｲ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル以上のもの ３８，４００円 

認定申請

のとき 

別表の３の４の項(2)を削り、同項(3)中「であって、１の建築物について申 

請する場合」を「の場合」に改め、同項(3)中ウをエとし、イをウとし、同項( 
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3)ア中「額」の次に「（誘導仕様基準以外による場合に限る。）」を加え、同

項(3)アを同項(3)イとし、その前に次のように加える。 

 ア 住宅部分について次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める額（

誘導仕様基準による場合に限る。） 

(ｱ) 当該部分の床面積の合計が３００平方

メートル未満のもの ３８，０００円 

(ｲ) 当該部分の床面積の合計が３００平方

メートル以上２，０００平方メートル未

満のもの ６６，０００円 

(ｳ) 当該部分の床面積の合計が２，０００

平方メートル以上５，０００平方メート

ル未満のもの １１８，０００円 

(ｴ) 当該部分の床面積の合計が５，０００

平方メートル以上のもの １７９，００

０円 

 

別表の３の４の項(3)を同項(2)とし、同項中「には、１の建築物について」

を「には、」に改め、同表の３の５の項(2)を削り、同項(3)中「であって、１ 

の建築物について申請する場合」を「の場合」に改め、同項(3)を同項(2)とし、 

同項中「には、１の建築物について」を「には、」に改め、同表の３の６の項

(1)を次のように改める。 

(1)  一戸建て

住宅の場合 

１件につき、次に定める額 

ア 次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ次に定める額（誘導仕様基準によ

る場合に限る。） 

(ｱ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル未満のもの １４，０００円 

変更認定

申請のと

き 
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(ｲ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル以上のもの １５，０００円 

イ 次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、

それぞれ次に定める額（誘導仕様基準以外

による場合に限る。） 

(ｱ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル未満のもの ２４，２００円 

(ｲ) 当該住宅の床面積の合計が２００平方

メートル以上のもの ２７，０００円 

 別表の３の６の項(2)を削り、同項(3)中「であって、１の建築物について申 

請する場合」を「の場合」に改め、同項(3)中ウをエとし、イをウとし、同項( 

3)ア中「額」の次に「（誘導仕様基準以外による場合に限る。）」を加え、同

項(3)アを同項(3)イとし、その前に次のように加える。 

 ア 住宅部分について次に掲げる床面積の合

計の区分に応じ、それぞれ次に定める額（

誘導仕様基準による場合に限る。） 

(ｱ) 当該部分の床面積の合計が３００平方

メートル未満のもの ２６，０００円 

(ｲ) 当該部分の床面積の合計が３００平方

メートル以上２，０００平方メートル未

満のもの ４６，０００円 

(ｳ) 当該部分の床面積の合計が２，０００

平方メートル以上５，０００平方メート

ル未満のもの ８３，０００円 

(ｴ) 当該部分の床面積の合計が５，０００

平方メートル以上のもの １２５，００

０円 
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別表の３の６の項(3)を同項(2)とし、同項中「には、１の建築物について」

を「には、」に改め、同表の３の８の項(1)中「第１条第１項第２号イ(1)(i)」 

を「第１条第１項第２号イ(1)」に改め、同項(2)中「第１条第１項第２号イ(2) 

(i)」を「第１条第１項第２号イ(2)」に改め、同項(3)中「による」を「又は

誘導仕様基準による」に改め、同項(4)ア中「第１条第１項第２号イ(1)(i)若

しくは(ⅱ)」を「第１条第１項第２号イ(1)」に改め、同項(4)イ中「第１条第

１項第２号イ(2)(ⅱ)」を「第１条第１項第２号イ(2)」に改め、同項(4)ウ中

「による」を「又は誘導仕様基準による」に改め、同表の３の備考２中「４の

項(3)ウ」を「４の項(2)エ」に、「６の項(3)ウ」を「６の項(2)エ」に改め、

同表の３の備考７から９までを削り、同表の３の備考１０中「における１の建

築物の」を「の部分に係る」に改め、同表の３の備考１０を同表の３の備考７

とし、同表の３の備考１１中「１の」を削り、同表の３の備考１１を同表の３ 

の備考８とし、同表の３の備考１２を同表の３の備考９とし、同表の３の備考

１３を同表の３の備考１０とし、同表の３の備考１４中「７の項及び」を「４

の項及び６の項の規定（誘導仕様基準以外による場合に限る。）並びに」に改

め、「規定」の次に「（性能基準又はフロア入力法による場合に限る。）」を 

加え、「一戸建て住宅以外の建築物の」を「共同住宅の申請をする」に、「額

及び」を「額に」に、「合算」を「加算」に改め、「住宅部分又は」を削り、

同表の３の備考１４を同表の３の備考１１とし、同表の３の備考１５を削り、

同表の３の備考１６中「７の項及び」を「４の項及び６の項の規定（誘導仕様

基準による場合に限る。）並びに」に改め、「規定」の次に「（仕様基準又は

誘導仕様基準による場合に限る。）」を加え、「仕様基準により」を削り、「

当該申請に係る床面積から当該住宅部分の共用部分の床面積を除いた床面積に

より算出した額とする」を「共用部分の額を加算しないものとする」に改め、

同表の３の備考１６を同表の３の備考１２とする。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表の１の改正規定は、令和
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５年４月１日から施行する。 

 

（説明） 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第６９号）により建

築基準法（昭和２５年法律第２０１号）が改正されることに伴い、建築物の

容積率の特例の認定等に係る手数料を追加するとともに、建築物エネルギー

消費性能基準等を定める省令の一部を改正する省令（令和４年経済産業省・

国土交通省令第２号）の施行に伴い、簡易な評価方法により申請する場合の

低炭素建築物新築等計画等の認定に係る手数料を追加し、併せて規定の整備

を行うため、条例改正の必要を認め、この案を提出します。 


